
 

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-建設分野の基準について-」の一部改正について 

 

令和２年２月２８日 

 

 

  「建設分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針」（平成３０年１２月２５日閣議決定）及び「建設分野における特定技能の在留

資格に係る制度の運用に関する方針」に係る運用要領（平成３０年１２月２５日法務省・警察庁・外務省・厚生労働省・国土交通省）の一部改正に伴って，

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-建設分野の基準について-」について，今般，下記のとおり必要な改正を行いましたので，

公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 Ｐ4 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

○ 本要領別表６－１に記載された業務区分におい

て特定技能外国人が従事できる業務内容及び主に

想定される関連業務は別表６－２～別表６－１２

のとおりですが，専ら関連業務のみに従事するこ

とは認められません。 

○ なお，別表６－２～別表６－１２に記載された

関連業務以外でも，建設分野の業務に従事する日

本人が通常従事することとなる関連業務（除草・

除雪などの建設工事には該当しない業務）に付随

的に従事することもあり得るものです。 

○ 本要領別表６－１に記載された業務区分におい

て特定技能外国人が従事できる業務内容及び主に想

定される関連業務は別表６－２～別表６－１９のと

おりですが，専ら関連業務のみに従事することは認

められません。 

○ なお，別表６－２～別表６－１９に記載された

関連業務以外でも，建設分野の業務に従事する日本

人が通常従事することとなる関連業務（除草・除雪

などの建設工事には該当しない業務）に付随的に従

事することもあり得るものです。 



2 Ｐ8 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準 

【関係規定】 

分野別運用方針（抜

粋） 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に

関する事項 

   建設分野において特定技能の在留資格で受け入

れる外国人は，以下に定める試験に合格した者

（２号特定技能外国人については，実務経験の要

件も満たす者）とする。 

   また，特定技能１号の在留資格については，建

設分野に関する第２号技能実習を修了した者は，

必要な技能水準及び日本語能力水準を満たしてい

るものとして取り扱う。 

（１）１号特定技能外国人 

    ア 技能水準（試験区分） 

別表１ａ．試験区分（３（１）ア関係）の

欄に掲げる試験 

    イ 日本語能力水準 

「日本語能力判定テスト（仮称）」又は「日

本語能力試験（Ｎ４以上）」 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に

関する事項 

   建設分野において特定技能の在留資格で受け入

れる外国人は，以下に定める試験に合格した者

（２号特定技能外国人については，実務経験の要

件も満たす者）とする。 

   また，特定技能１号の在留資格については，建

設分野に関する第２号技能実習を修了した者は，

必要な技能水準及び日本語能力水準を満たしてい

るものとして取り扱う。 

（１）１号特定技能外国人 

    ア 技能水準（試験区分） 

別表１ａ．試験区分（３（１）ア関係）の

欄に掲げる試験 

    イ 日本語能力水準 

「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日

本語能力試験（Ｎ４以上）」 

3 Ｐ15-16 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

 

２．建設特定技能受入計画の認定 

（１）建設特定技能受入計画の認定要件及び記載事項 

建設特定技能受入計画（以下「計画」）は，試験を

経て雇用する場合，技能実習修了者を雇用する場合

（技能実習先でそのまま継続して雇用する場合及び

技能実習先以外の企業で雇用する場合いずれも含

む），既に日本で就労中の特定技能外国人の転職者を

雇用する場合など，新たに特定技能雇用契約を結ぶ

場合には必ず国土交通大臣の認定が必要です。 

計画は，低賃金や社会保険未加入といった処遇で

労働者を雇用する等の劣悪な労働環境が確認される

２．建設特定技能受入計画の認定 

（１）建設特定技能受入計画の認定要件及び記載事項 

建設特定技能受入計画（以下「計画」という。）

は，試験を経て雇用する場合，技能実習修了者を雇

用する場合（技能実習先でそのまま継続して雇用す

る場合及び技能実習先以外の企業で雇用する場合い

ずれも含む），既に日本で就労中の特定技能外国人の

転職者を雇用する場合など，新たに特定技能雇用契

約を結ぶ場合には必ず国土交通大臣の認定が必要で

す。 

計画は，低賃金や社会保険未加入といった処遇で



企業の建設市場への参入を認めず公正な競争環境を

維持すること，他産業・他国と比して有為な外国人

材を確保すること，雇用者・被雇用者双方が納得で

きる処遇により建設業における外国人技能者の失

踪・不法就労を防止すること，特定技能所属機関に

おける受注環境の変化が起こった場合でも建設業界

として特定技能外国人の雇用機会を確保すること

等，特定技能外国人を受け入れるにあたって建設業

界として必要であると認められる事項について，国

土交通大臣による認定及びその実施状況の継続的な

確認により担保しようとするものです。したがっ

て，計画の遵守は，国のみならず，業界の共通利益

に資するものです。 

計画の認定及び記載事項に係る留意事項は，以下

のとおりです。また，建設特定技能受入計画の認定

後，認定証に記載された内容について，必要最小限

の範囲で，建設キャリアアップシステムを運営する

一般財団法人建設業振興基金，適正就労監理機関及

び特定技能外国人受入事業実施法人に提供しますの

で，あらかじめご了解ください。 

労働者を雇用する等の劣悪な労働環境が確認される

企業の建設市場への参入を認めず公正な競争環境を

維持すること，他産業・他国と比して有為な外国人

材を確保すること，雇用者・被雇用者双方が納得で

きる処遇により建設業における外国人技能者の失

踪・不法就労を防止すること，特定技能所属機関に

おける受注環境の変化が起こった場合でも建設業界

として特定技能外国人の雇用機会を確保すること

等，特定技能外国人を受け入れるにあたって建設業

界として必要であると認められる事項について，国

土交通大臣による認定及びその実施状況の継続的な

確認により担保しようとするものです。したがって，

計画の遵守は，国のみならず，業界の共通利益に資

するものです。 

計画の認定及び記載事項に係る留意事項は，以下

のとおりです。また，計画の認定後，認定証に記載

された内容について，必要最小限の範囲で，建設キ

ャリアアップシステムを運営する一般財団法人建設

業振興基金，適正就労監理機関及び特定技能外国人

受入事業実施法人に提供しますので，あらかじめご

了解ください。 

4 

 

P16 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

○ 建設キャリアアップシステムへの事業者登録 

※なお，令和元年１２月２７日までの間の特別措置とし

て，計画の申請時に登録が完了していない場合には，

受入計画の認定申請時点においては，建設キャリアア

ップシステムへの登録申請を行ったことを証する書類

（メールの写し）の提出でも良いこととします。この場合

において，登録を完了した後は，速やかに事業者ＩＤを

○ 建設キャリアアップシステムへの事業者登録 

（削除） 



①特定技能所属機

関になろうとする者に

関する事項【告示第

３条第３項第１号ロ・

ハ】 

明らかにする書類（建設キャリアアップカードの写し ）を

添付し，届出を行うこととしてください。 

5 Ｐ17 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

②国内人材確保の

取組に関する事項

【告示第３条第３項

第１号ホ】 

 したがって，ハローワークに申請した求人申込書

又はこれに類する書類や特定技能所属機関が雇

用している日本人技能者の経験年数及び報酬額

（月額）が確認できる賃金台帳の内容を確認した

結果，適切な雇用条件（処遇等）での求人が実施

されていない場合や，既に雇用している職員（技

能者）の報酬が経験年数等を考慮した金額である

ことが確認できない場合，計画は認定されないこ

ととなります。 

 したがって，ハローワークで求人した際の求人票

又はこれに類する書類や特定技能所属機関が雇用

している日本人技能者の経験年数及び報酬額（月

額）が確認できる賃金台帳の内容を確認した結果，

適切な雇用条件（処遇等）での求人が実施されてい

ない場合や，既に雇用している職員（技能者）の報

酬が経験年数等を考慮した金額であることが確認

できない場合，計画は認定されないこととなりま

す。 

6 

 

Ｐ19 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

③１号特定技能外国

人の適正な就労環

境の確保に関する事

項【告示第３条第３

項第２号～第７号】 

（昇給等） 

 １号特定技能外国人が在留することができる期間は，

通算して５年を超えない範囲とされており，この範囲で

就労することが可能です。したがって，技能の習熟

（例：実務経験年数，資格・技能検定を取得した場

合，建設キャリアアップシステムの能力評価における

レベルがステップアップした場合等）に応じて昇給を行

うことが必要であり，その昇給見込額等をあらかじめ

特定技能雇用契約や建設特定技能受入計画に記

載しておくことが必要です。 

（昇給等） 

 １号特定技能外国人が在留することができる期間は，

通算して５年を超えない範囲とされており，この範囲で

就労することが可能です。したがって，技能の習熟（例：

実務経験年数，資格・技能検定を取得した場合，建設

キャリアアップシステムの能力評価におけるレベルがス

テップアップした場合等）に応じて昇給を行うことが必要

であり，その昇給見込額等をあらかじめ特定技能雇用

契約や計画に記載しておくことが必要です。 

 



7 Ｐ20 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

③１号特定技能外国

人の適正な就労環

境の確保に関する事

項【告示第３条第３

項第２号～第７号】 

 当該業務に特定技能外国人を従事させる可能性

がある場合には，必ず，告示様式第２の「６．業

務内容」欄に明記のうえ，健康上のリスクとその

予防方策について具体的かつ丁寧に説明を行い，

当該外国人から理解・納得を得た場合に限り，雇

用契約を締結するようにしてください。なお，従

事させる理由の如何によっては建設特定技能受

入計画を認定しないこともあり得ます。 

 当該業務に特定技能外国人を従事させる可能性が

ある場合には，必ず，告示様式第２の「６．業務内

容」欄に明記のうえ，健康上のリスクとその予防方

策について具体的かつ丁寧に説明を行い，当該外

国人から理解・納得を得た場合に限り，雇用契約を

締結するようにしてください。なお，従事させる理

由の如何によっては計画を認定しないこともあり

得ます。 

8 Ｐ20 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

③１号特定技能外国

人の適正な就労環

境の確保に関する事

項【告示第３条第３

項第２号～第７号】 

 また，建設特定技能受入計画の適正な実施の確保

を目的とした場合に限り，必要最小限の範囲で，国土

交通省が一般財団法人建設業振興基金等へ当該

計画の記載事項に係る情報を提供することについて，

特定技能外国人の同意を得る必要があります。 

 また，計画の適正な実施の確保を目的とした場合

に限り，必要最小限の範囲で，国土交通省が一般財

団法人建設業振興基金等へ当該計画の記載事項に

係る情報を提供することについて，特定技能外国

人の同意を得る必要があります。 

9 Ｐ21 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

〇建設キャリアアップシステムへの技能者登録 

※なお，令和元年１２月２７日までの間の特別措置として，

受入計画の申請時に登録が完了していない場合には，

建設キャリアアップシステムへの登録申請を行ったこと

〇建設キャリアアップシステムへの技能者登録 

（削除） 



（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

③１号特定技能外国

人の適正な就労環

境の確保に関する事

項【告示第３条第３

項第２号～第７号】 

を証する書類（メールの写し）の提出でも良いこととしま

す。この場合において，登録を完了した後は，速やかに

建設キャリアアップ技能者ＩＤを明らかにする書類（建設

キャリアアップカードの写し）を添付し，届出を行うこととし

てください。 

10 Ｐ21-22 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

③１号特定技能外国

人の適正な就労環

境の確保に関する事

項【告示第３条第３

項第２号～第７号】 

〇元請建設業者の指導について（告示様式第１ ３(1)⑥） 

 特定技能所属機関は，１号特定技能外国人が従事

する建設工事において，申請者が下請負人である場

合には，発注者から直接工事を請け負った建設業者

（元請建設業者）からの，国土交通省が別途定めるガ

イドライン（※）に基づく指導に従わなければなりませ

ん。 

※ガイドラインは，国土交通省のホームページにおい

て公表します。 

 例えば，特定技能外国人を現場に入場させる際に

は，元請建設業者の求めに応じて，建設キャリア

アップシステムへの登録状況その他情報の提供

等を行うことが必要となります。 

 受入計画の認定証の情報の全部又は一部は，告示

第４条第２項の規定に基づき，建設キャリアアッ

プシステムを運用する一般財団法人建設業振興

基金に提供されますので，同システムに蓄積され

ることになり，その情報に基づき，元請建設業者

が指導することがあります。 

〇元請建設業者の指導について（告示様式第１ ３(1)⑥） 

 特定技能所属機関は，１号特定技能外国人が従事す

る建設工事において，申請者が下請負人である場合に

は，発注者から直接工事を請け負った建設業者（元請

建設業者）からの，国土交通省が別途定めるガイドライ

ン（特定技能制度及び建設就労者受入事業に関する

下請指導ガイドライン※）に基づく指導に従わなければ

なりません。 

※ガイドラインは，国土交通省のホームページにおい

て公表しています。 

 例えば，特定技能所属機関が特定技能外国人を現

場に入場させる際には，現場入場届出書を各添付

書類と併せて元請建設業者に提出することが必要

となります。 

 計画の認定証の情報の全部又は一部は，告示第４

条第２項の規定に基づき，建設キャリアアップシ

ステムを運用する一般財団法人建設業振興基金に

提供されますので，同システムに蓄積されること

になり，その情報に基づき，元請建設業者が指導す

ることがあります。 



11 Ｐ22 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

④１号特定技能外国

人の安全衛生教育

及び技能の習得に関

する事項【告示第３

条第３項第８号】 

〇受入れ後の講習又は研修について（告示様式第１ ３

(1)⑦） 

 国土交通大臣が，１号特定技能外国人の受入れ後

に受講すべき講習又は研修（以下「受入れ後講習」と

いう。）を指定した場合，特定技能所属機関は，１号

特定技能外国人の受入れ後，当該外国人に対し，

受入れ後講習を受講させることが必要です。指定した

受入れ後講習に参加させない場合には，認定要件を

満たさないものとして取り扱います。 

〇受入れ後の講習又は研修について（告示様式第１ ３(1)

⑦） 

 国土交通大臣が，１号特定技能外国人の受入れ後に

受講すべき講習又は研修（以下「受入れ後講習」とい

う。）を指定した場合，特定技能所属機関は，１号特定

技能外国人の受入れ後，当該外国人に対し，受入れ

後講習を受講させることが必要です。指定した受入れ

後講習に参加させない場合には，認定要件を満たさな

いものとして取り扱います。ただし、登録法人が受入れ

後講習に相当する内容を当該外国人に対して本邦上

陸前に行った場合、又は計画の認定前に特定技能所

属機関が適正就労監理機関による事前巡回指導を受

けた場合には、この限りではありません。 

12 Ｐ22 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

④１号特定技能外国

人の安全衛生教育

及び技能の習得に関

する事項【告示第３

条第３項第８号】 

 国土交通大臣が指定する受入れ後講習の一つに，

適正就労監理機関が実施する講習があります。本講

習は，建設特定技能受入計画の真正性確認や母国

語相談ホットライン窓口，転職支援等の仕組みの情

報提供など，適正就労環境確保の観点から，１号特

定技能外国人として就労を開始するに当たって必要

な知識，情報等を付与することを目的として行うもの

です。 

 国土交通大臣が指定する受入れ後講習の一つに，適

正就労監理機関が実施する講習があります。本講習

は，計画の真正性確認や母国語相談ホットライン窓

口，転職支援等の仕組みの情報提供など，適正就労

環境確保の観点から，１号特定技能外国人として就労

を開始するに当たって必要な知識，情報等を付与する

ことを目的として行うものです。 

13 Ｐ24 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

⑥ 特定技能所属機関になろうとする者の建設キャリアア

ップシステム申請番号又は事業者ＩＤを明らかにする書

類（登録後に送付されるハガキの写し） 

⑥ 特定技能所属機関になろうとする者の建設キャリアアッ

プシステム申請番号又は事業者ＩＤを明らかにする書類

（登録後に送付されるハガキ又はメールの写し） 



入計画の認定 

（２）提出書類 

※令和元年１２月２７日までの間の特別措置として，特定

技能受入計画の申請時において建設キャリアアップシ

ステムの登録が未了の場合には，建設キャリアアップシ

ステム申請番号を明らかにする書類（申請受付メール

の写し） 

 

14 Ｐ24 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（２）提出書類 

⑦ 建設キャリアアップ技能者ＩＤを明らかにする書類（建

設キャリアアップカードの写し） 

※令和元年１２月２７日までの間の特別措置として，特定

技能受入計画の申請時において建設キャリアアップシ

ステムの登録が未了の場合には，建設キャリアアップシ

ステム申請番号を明らかにする書類（申請受付メール

の写し） 

⑦ 建設キャリアアップ技能者ＩＤを明らかにする書類（建設

キャリアアップカードの写し） 

 

15 Ｐ24 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（２）提出書類 

⑨ ハローワークに申請した求人申込書又はこれに類する

書類（建設特定技能受入計画申請日から１年以内のも

の） 

⑨ ハローワークで求人した際の求人票（計画申請日か

ら１年以内のもの） 

16 Ｐ24 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２．建設特定技能受

入計画の認定 

（３）提出先 

（３）提出先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関 2-1-3 

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課労働資

材対策室監理係 

（郵送又は持参） 

（３）提出先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関 2-1-3 

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課労働

資材対策室監理係 

（郵送又は持参） 

※令和２年４月以降は、原則としてオンラインに

よる申請となります。 

※令和２年４月以降の計画の審査及び認定は各地

方整備局等において行います。お問い合わせ先は

国土交通省のホームページをご確認ください。 

17 Ｐ25 第４ 建設特定技能 建設特定技能受入計画の記載事項に変更がある場  計画の記載事項に変更がある場合，特定技能所属機



受入計画の認定 

３．建設特定技能受

入計画の変更 

合，特定技能所属機関は，国土交通大臣に対して建設

特定技能受入計画の変更申請又は届出を行う必要があ

ります。 

 変更の申請については分野参考様式第６－６，変更

の届出については様式第６－７を使用し，変更箇所が

分かるように記載してください。 

 提出先は，２．（３）と同様です。 

 変更を行わず特定技能外国人の受入れを継続した

場合，告示第８条により建設特定技能受入計画の認

定が取り消される可能性がありますので，留意してくだ

さい。 

（変更申請が必要なケース） 

認定証記載事項の変更 

例：特定技能所属機関の住所，代表者，常勤職員

数，受入人数，就労場所等 

（届出が必要なケース） 

認定証記載事項以外の建設特定技能受入計画記載

事項の変更 

例：特定技能所属機関の連絡先等 

関は，国土交通大臣に対して計画の変更申請又は届出

を行う必要があります。 

 変更の申請については分野参考様式第６－６，変更の

届出については様式第６－７を使用し，変更箇所が分

かるように記載してください。 

 提出先は，２．（３）と同様です。 

 変更を行わず特定技能外国人の受入れを継続した場

合，告示第８条により計画の認定が取り消される可能

性がありますので，留意してください。 

（変更申請が必要なケース） 

認定証記載事項の変更 

例：特定技能所属機関の住所，代表者，常勤職員数，

受入人数，就労場所等 

（届出が必要なケース） 

認定証記載事項以外の計画記載事項の変更 

例：特定技能所属機関の連絡先等 

18 Ｐ25 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

４．建設特定技能受

入計画の認定の取

消し 

告示第８条のいずれかに該当するときは，建設特定技

能受入計画の認定が取り消されることとなります。 

また，建設特定技能受入計画の認定が取り消された場

合，特定技能所属機関は，特定技能外国人を他の特定

技能所属機関へ転職させるための支援を行う必要があり

ます。 

建設分野の場合，告示第１４条の登録法人が転職先の

斡旋を行うことになっていますので，特定技能所属機関自

らが転職先を確保できない場合には，登録法人に対して，

告示第８条のいずれかに該当するときは，計画の認定が

取り消されることとなります。 

また，計画の認定が取り消された場合，特定技能所属機

関は，特定技能外国人を他の特定技能所属機関へ転職さ

せるための支援を行う必要があります。 

建設分野の場合，告示第１４条の登録法人が転職先の

斡旋を行うことになっていますので，特定技能所属機関自ら

が転職先を確保できない場合には，登録法人に対して，転

職の支援が必要な旨，報告を行ってください。 



転職の支援が必要な旨，報告を行ってください。 

19 Ｐ32 特定技能所属機関 

等が行う手続等（フロ 

ー図） 

欄外 

※１ 令和元年１２月２７日までの間の特別措置として，計

画の申請時に登録が完了していない場合には，建設キ

ャリアアップシステムへの登録申請を行ったことを証する

書類（メールの写し）の提出でも良いこととします。この場

合において，登録を完了した後は，速やかに建設キャリ

アアップ技能者ＩＤを明らかにする書類（建設キャリアアッ

プカードの写し）を添付し，届出を行うこととしてください。 

※２ 建設特定技能受入計画の認定申請後に当該計画

の認定を待たずに在留資格の申請を行うことが可能で

す。その場合，当該計画の認定が得られ次第，地方出

入国在留管理局へ建設特定技能受入計画認定証（写

し）を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 建設特定技能受入計画の認定申請後に当該計画の認

定を待たずに在留資格の申請を行うことが可能です。その

場合，当該計画の認定が得られ次第，地方出入国在留

管理局へ建設特定技能受入計画認定証（写し）を提出し

てください。 
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